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＜本資料に関してご留意いただきたい事項＞
■本資料は、「インフラ関連好配当資産ファンド（毎⽉決算型）（円投資型）/（⽶ドル投資型）/（豪ドル投資型）」に関する情報提供を⽬的として岡三ア
セットマネジメント株式会社が作成したものであり、ファンドの投資勧誘を⽬的として作成したものではありません。■本資料に掲載されている市況⾒通し等は、本資
料作成時点での当社の⾒解であり、将来予告なしに変更される場合があります。また、将来の運⽤成果を保証するものでもありません。■本資料は、当社が信頼で
きると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■投資信託の取得の申込みに当たっては、投資信託説明書
（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご⾃⾝で⾏っていただきますようお願いします。

2017年12月14日

インフラ・ザ・ジャパンの運用状況

⾜元の投資環境について

2017年10月に共産党大会が終了し、大会へ向け

て政治の安定化のため打ち出された景気対策が縮

小されたことに伴い、インフラ投資の鈍化と建設

機械の需要軟化が懸念されています。しかし、11

月の販売データでは同国における建設機械の需要

の堅調さが確認され、先行き不透明感が払拭され

る内容となりました[図表1]。

中国工程機械工業協会（CCMA）によると、中国

の11月の油圧ショベル販売台数は前年同月比で

115％増と10月の同79％増から伸び率が加速しまし

た。その中で、日本メーカーの小松製作所の販売

台数は同81％増、日立建機は同79％増と両社とも

に好調な販売実績を残しました。 [図表2] 「一帯一

路」関連需要の顕在化などにつれて、中国の堅調

な建設機械需要は今後も続くと思われ、恩恵を受

ける関連銘柄に引き続き注目しています。

中国における堅調な建設機械需要は継続

オフィス賃料の先⾏き⾒通しが改善する兆し
国内オフィスリート最大手のジャパンリアルエ

ステイト投資法人の2017年7-9月期決算では、オ

フィス賃料の先行き見通しが改善する兆しが見ら

れました。決算資料によると、同社の保有物件の

うち、査定賃料（市場賃料）が6ヵ月前に比べて、

上昇した物件数とその上昇率はともに前回決算を

上回りました[図表3]。さらに、査定賃料の上昇を

背景に、今後も保有物件の賃料増額改定が順調に

進捗するという見通しが示されました。

世界的な景気回復などを背景に国内の賃貸オ

フィス需要が底堅く推移しています。これまで相

場の上値を抑える要因となっていた2018年以降の

東京オフィスビルの供給過剰問題への懸念が和ら

ぎつつある中、賃料見通しの改善はさらなる好材

料となり、オフィスリートの再評価につながると

思われます。

本資料における銘柄紹介は情報の提供を目的とするものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。

(出所）ジャパンリアルエステイト投資法人の情報開示資料より岡三
アセットマネジメント作成

図表3．ジャパンリアルエステイト保有物件の査定賃料

2017年6月末 2017年9月末 2017年6月末 2017年9月末

東京都
都心3区

8　(18) 13　(18) 1.0% 1.9%

東京都23区
（都心3区除く）

5　(15) 10　(15) 1.2% 2.6%

その他都市 8　(27) 19　(28) 1.9% 3.8%
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（出所）小松製作所の情報開示資料より岡三アセットマネジメント作成
（年/月）

＊集計対象： KOMTRAXの搭載機体（ミニ建機、鉱山機械を除く）

図表1．中国における小松製作所製の建設機械稼働時間
（一台当たり月間平均稼働時間）
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図表2．中国の油圧ショベルの販売台数 （前年同月比）

（出所）CCMAのデータを基に岡三アセットマネジメント作成 （年/月）

(注）都心3区とは、千代田区・中央区・港区
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株式組⼊上位10銘柄 J-REIT組⼊上位10銘柄

基準価額、組⼊⽐率等の概要

※組入比率は､マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※「円投資型」、「米ドル投資型」、「豪ドル投資型」のファンドがあります。
「米ドル投資型」は米ドル、「豪ドル投資型」は豪ドルへの投資成果を享受することを目指します。

※３つのファンド間でスイッチングが可能です。
※インフラ関連好配当資産マザーファンドの受益証券を主要投資対象とします。

運⽤状況 -2017年12⽉12⽇現在-

基準価額
（1万口あたり）

（円）

2014/11/28以降の
税引き前分配金

累計額（円）

2014/11/28からの
基準価額の騰落率（％）

(税引き前分配金再投資後）

純資産総額
（百万円）

マザーファンド
組入比率（％）

為替
予約比率

（％）

円投資型 11,436 1,400 10.8 10,073 97.4 -

米ドル投資型 9,499 920 5.4 27,640 96.1 95.9

豪ドル投資型 9,303 300 -3.5 7,169 95.6 94.6

インフラ関連好配当資産マザーファンド
組入比率（％）

株式※1 45.5 ※1 株式にはインフラ投資法人を含みます。

J-REIT 52.0
短期金融商品・その他 2.5

合計※2 100.0 ※2 合計は四捨五入の関係で上記の合計値と一致しないことがあります。

銘柄名
銘柄コメント

組入比率
（％）

予想配当
利回り（％）

銘柄名
銘柄コメント

組入比率
（％）

予想配当
利回り（％）

オリックス 野村不動産ﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞ投資法人
リース等の金融インフラ事業 東京圏中心に投資を行う総合型

三菱ＵＦＪﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 日本ﾘﾃｰﾙﾌｧﾝﾄﾞ投資法人
世界的に金融インフラを提供 日本初の商業施設特化型REIT。商業型

ＳＢＩホールディングス イオンリート投資法人
ITを活用した金融インフラ事業 イオングループ商業施設等に投資する商業型

三菱商事 大和ハウスリート投資法人
資源・エネルギーインフラ事業 物流及び住宅等に投資する総合型

伊藤忠商事 ＧＬＰ投資法人
資源・エネルギーインフラ事業 日本最大級の資産規模を誇る物流型

小松製作所 ｹﾈﾃﾞｨｸｽ･ﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙ投資法人
建設機械の世界的大手 インフラ建設 東京圏などの賃貸住宅に投資する住宅型

いすゞ自動車 ｱｸﾃｨﾋﾞｱ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ投資法人
特に小型商用車が得意な物流インフラ事業 都市型商業施設や東京のオフィスに投資

東京急行電鉄 いちごオフィスリート投資法人
鉄道事業などの物流インフラ事業 オフィスを中心に投資する総合型

トレンドマイクロ 平和不動産リート投資法人
ITを守る情報・通信インフラ事業 東京都区部を中心に投資する総合型

エヌ・ティ・ティ・データ ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎﾃﾙ･ﾘｰﾄ投資法人
官公庁・金融機関向けシステム開発に強い ホテルに特化して投資するホテル型

10 1.8 1.2 10 2.0 4.5

9 1.8 2.2 9 2.0 4.4

8 2.1 1.1 8 2.1 5.0

7 2.2 1.8 7 2.1 4.1

6 2.4 1.9 6 2.1 4.2

5 2.7 3.4 5 2.2 4.0

4 2.7 3.3 4 2.4 3.7

3 2.9 2.3 3 2.6 4.9

4.3

2 3.6 2.2 2 3.0 4.2

1 3.9 3.2 1 3.0
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インフラ・ザ・ジャパン（円投資型）/（⽶ドル投資型）/（豪ドル投資型）に関する留意事項

【岡三アセットマネジメントについて】
商号：岡三アセットマネジメント株式会社
岡三アセットマネジメント株式会社は、⾦融商品取引業者として投資運⽤業、投資助⾔・代理業および第⼆種⾦融商品取引業を
営んでいます。登録番号は、関東財務局⻑（⾦商）第370号で、⼀般社団法⼈投資信託協会および⼀般社団法⼈⽇本投資
顧問業協会に加⼊しています。

【投資リスク】
投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがありま
す。投資信託は預貯⾦と異なります。投資信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。ファンドは、
国内の株式や不動産投資信託証券等値動きのある有価証券等に投資しますので、組⼊れた有価証券等の価格の下落等の
影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、「⽶ドル投資型」、「豪ドル投資型」は、為替相場の変動により
損失を被ることがあります。ああああああああああああああああああああああああああああああああ
ファンドの基準価額の主な変動要因としては、「株価変動リスク」、「不動産投資信託証券のリスク（価格変動リスク、分配⾦
（配当⾦）減少リスク）」、「為替変動リスク」、「信⽤リスク」等があります。
※基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。

【その他の留意点】
ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適⽤はありません。
投資信託は預⾦商品や保険商品ではなく、預⾦保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録⾦融機
関が取扱う投資信託は、投資者保護基⾦の対象とはなりません。
分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準
価額は下がります。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益を超えて⽀払われる場合があるため、分配⾦の⽔準は、必ずしも計
算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。また、投資者の購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、
実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がり
が⼩さかった場合も同様です。
ファンドは、ファミリーファンド⽅式で運⽤を⾏います。ファンドが投資対象とするマザーファンドを他のベビーファンドが投資対象として
いる場合に、当該他のベビーファンドにおいて追加設定および⼀部解約等がなされた場合には、その結果として、マザーファンドにお
いても売買等が⽣じ、ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。

●詳しくは、「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の「投資リスク」をご参照ください。

【お客様にご負担いただく費⽤】
＜お客様が直接的に負担する費⽤＞

購⼊時
購⼊時⼿数料 ：購⼊価額×購⼊⼝数×上限3.24％ (税抜3.0％)

換⾦時 換 ⾦ ⼿ 数 料 ：ありません。
信託財産留保額：ありません。

＜お客様が信託財産で間接的に負担する費⽤＞
保有期間中 運⽤管理費⽤（信託報酬）：純資産総額×年率1.566％（税抜1.45％）
その他費⽤・⼿数料 監査費⽤：純資産総額×年率0.0108％ (税抜0.01％)                       
有価証券等の売買に係る売買委託⼿数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費⽤、受託会社の⽴
替えた⽴替⾦の利息、借⼊⾦の利息等を投資信託財産でご負担いただきます。なお、マザーファンドの当該費⽤につきましては、
間接的にご負担いただきます。（※運⽤状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を⽰すことはできません。）
運⽤管理費⽤（信託報酬）、監査費⽤は毎⽇計上され、毎計算期末または信託終了のときに投資信託財産から⽀払われ
ます。その他費⽤・⼿数料（監査費⽤を除きます。）はその都度、投資信託財産から⽀払われます。
ファンドに係る⼿数料等につきましては、運⽤状況等により変動する費⽤があることから、事前に合計⾦額もしくはその上限額また
はこれらの計算⽅法を⽰すことはできません。なお、上場不動産投資信託は市場の需給により価格形成されるため、上場不動
産投資信託の費⽤は表⽰しておりません。
詳しくは、「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の「⼿続･⼿数料等」をご参照ください。
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＜本資料に関するお問合わせ先＞
フリーダイヤル 0120-048-214 （9:00〜17:00 ⼟・⽇・祝祭⽇・当社休業⽇を除く）

販売会社について

（受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、投資信託説明書（請求⽬論⾒書）及び運⽤報告
書の交付の取扱い、解約請求の受付、買取請求の受付・実⾏、収益分配⾦、償還⾦及び解約⾦の⽀払事務等を
⾏います。）

2017年12月14日現在

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

今村証券株式会社 北陸財務局長（金商）第3号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○ ○

（登録金融機関）

株式会社近畿大阪銀行 近畿財務局長（登金）第7号 ○

株式会社埼玉りそな銀行 関東財務局長（登金）第593号 ○ ○

株式会社りそな銀行 近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会
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